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Ａ．研究目的 

既存モデル事業で成人期移行期医療支援センタ

ーのある都道府県において、小児慢性特定疾病（以

下小慢）児童自立支援支援員との連携の実態を調査

し、現状分析と課題抽出を行う。 

 

Ｂ．研究方法 

研究デザイン：横断研究（Webアンケート調査）お

よび半構造化面接 

調査対象：既存7カ所の移行期医療支援センターと

連携している都道府県の自立支援員全員 

調査方法：既存7カ所の移行期医療支援センターと

連携している都道府県の自立支援員を対象に、各都

道府県の担当部署を通じてメールで研究参加依頼

用紙を送付し、Webアンケート調査を依頼する。1ヶ

月以内にWebにより回答の返信を受け取る。そのWe

b調査で面接の許可を得た自立支援員については、

１都道県に最低１人を選びZoomを使用して半構造

化面接で詳細をインタビューする。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、Webアンケートを用いており、患者情報

などは含まず、各施設の実情や回答者の意見を尋ね

るものであり、本研究を実施することの適否につい

て倫理的、科学的および医学的妥当性の観点から各

回答者の施設での研究倫理委員会での審査は不要

と考え、研究代表者施設の愛媛医療技術大学の研究

倫理審査委員会で一括審査を行った(R5-010)。 

 

Ｃ．研究結果 

有効回答者は、13人（保健師10，看護師1，MSW1

人、その他1人）で、勤務先は保健所9人、行政3人、

病院1人、その他1人であった。小慢患者の支援経験

は、ほぼ日常的4人、関わることあり6人、あまりな

し3人で、支援対象疾患で多かったのは慢性呼吸器

疾患9人、神経筋疾患6人、心疾患6人、悪性新生物5

人を含めてすべての小慢疾患に及んでいた。移行期

支援コーディネーターとの連携は日常的連携1人、

必要時またはごく一部連携することあり2人ずつ、

連携予定3人、連携の予定なし3人、その他2人であ

った。これまでの成人移行相談の人数は、20－50人

が1人、5－10人が1人、1－5人が4人、なし6人であ

り、移行支援対象疾患は先天性心疾患と小児がんが

4人であった。移行期支援センターの望ましい場所

としては、6人が小児・成人両機関、4人が小児医療

機関であり、成人医療機関はなかった。今後家族が

患者の現状や将来について相談できる機会を持つ

ことを希望するのが11人と最も多かった。 

 

Ｄ．考察 

小慢自立支援員と移行期支援コーディネーター

との連携は、日常的連携のある1人を除き、ほとん

ど連携の実績はなく、今後連携の予定の3人を除く

と、過半数が連携予定もないと答えており、あまり

連携が進んでいない実態が明らかになった。しかし
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ながら今後家族が患者の現状や将来について相談

できる機会を持つことを希望すると11人が回答し

ており、成人移行支援のニーズはあると考えられ、

今後連携できるよう働きかけが必要と考えられた。 

 

Ｅ．結論 

小慢自立支援員と移行期支援コーディネーター

との連携はあまり進んでおらず、今後の課題と考え

られた。 
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Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１． 特許取得 

  特になし 

 

２． 実用新案登録 

  特になし 

 

３．その他 

  特になし 
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